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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第85期

第１四半期
連結累計期間

第86期
第１四半期
連結累計期間

第85期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (千円) 922,876 1,125,378 3,985,724

経常利益 (千円) 72,004 205,178 546,367

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 61,739 172,526 508,992

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 52,157 182,660 612,970

純資産額 (千円) 4,293,976 5,007,024 4,894,139

総資産額 (千円) 5,967,350 6,917,153 6,882,062

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 6.27 17.03 51.43

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 6.20 16.79 50.60

自己資本比率 (％) 71.3 72.1 70.8
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３.「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 
 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

　

（１）業績の状況

　

当第１四半期連結累計期間における世界経済は、ギリシャの債務問題や上海株式市場の乱調等、先行き不透明な

状況で推移しました。一方わが国の経済は、企業収益の改善により設備投資や雇用が改善傾向にあります。

　

このような中、当社グループは、引き続き経営基本方針である「業界をリードする製品事業の拡充」「受託事業

強化」「早い変化に対応できる経営基盤の整備」のもと、当社グループの強みであり基盤である研磨・塗布技術に

更なる磨きをかけ、顧客ニーズに合った製品開発、サービスの提供を目指す各種取り組みを進めてまいりました。

　

売上面において「製品事業」は、付加価値の高い製品を中心に売上が好調に推移し、前年同期比での売上が増加

しました。「受託事業」は、受託元からの受注減の影響を受け低調に推移しました。

この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は11億25百万円（前年同期比21.9%増）となりました。

　

損益面においては、営業利益は１億69百万円（前年同期比99.3%増）となりました。

営業利益の前年同期比増加の主な要因は、「製品事業」において付加価値の高い製品の売上が増加したことに伴

い売上総利益率が改善したことによるものであります。

経常利益は、米ドルに対する円安が進行したことにより為替差益36百万円が発生した結果、２億５百万円（前年

同期比185.0%増）となりました。

以上の結果、親会社株主に帰属する四半期純利益は１億72百万円（前年同期比179.4%増）となりました。

　

セグメント別の業績は次のとおりであります。

　

・製品事業

製品事業の売上高は、10億60百万円（前年同期比31.0%増）となりました。光ファイバー関連市場、ハードディ

スク関連市場等における研磨フィルム・ダイヤモンド研磨フィルム、自動車・一般研磨関連市場等でVARIOFILMの

売上が前年同期比で増加しました。

この結果、セグメント利益は２億51百万円（前年同期比95.8%増）となりました。

　

・受託事業

受託事業の売上高は、64百万円（前年同期比43.0%減）となりました。受託元からの受注減の影響を受け低調に

推移した結果、セグメント損失は82百万円（前年同期は43百万円のセグメント損失）となりました。
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（２）財政状態の分析

　

(総資産)

当第１四半期連結会計期間末の総資産は69億17百万円となり、前連結会計年度末に比べて35百万円増加いたしま

した。主な内容は、現金及び預金の減少１億91百万円、受取手形及び売掛金の増加84百万円、電子記録債権の増加

45百万円、たな卸資産の増加43百万円、前払費用の増加44百万円等であります。

　

(負債)

負債の部は19億10百万円となり、前連結会計年度末に比べて77百万円減少いたしました。主な内容は、未払金の

減少56百万円、短期借入金の減少30百万円、長期借入金の減少21百万円、賞与引当金の増加40百万円等でありま

す。

　

(純資産)

純資産の部は50億７百万円となり、前連結会計年度末に比べて１億12百万円増加いたしました。主な内容は、親

会社株主に帰属する四半期純利益１億72百万円、配当金の支払による利益剰余金の減少78百万円等であります。

　

この結果、当第１四半期連結会計期間末の自己資本比率は、72.1％となりました。

　

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

　

（４）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は２百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 42,780,000

計 42,780,000
 

　

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成27年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年８月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,696,320 10,696,320
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

(注 1 , 注 2)

計 10,696,320 10,696,320 ― ―
 

(注) １ 完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

２ 単元株式数は100株であります。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　

 該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　

 該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　

 該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年６月30日 ― 10,696,320 ― 1,998,700 ― 499,675
 

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成27年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式  202,200

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式10,448,700 104,487 ―

単元未満株式 普通株式   45,420 ― ―

発行済株式総数 10,696,320 ― ―

総株主の議決権 ― 104,487 ―
 

(注) １ 当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(平成27年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式88株が含まれております。

３ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が900株(議決権の数

９個)含まれております。

　

② 【自己株式等】

  平成27年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
Mipox株式会社

東京都立川市曙町二丁目34
番７号 ファーレイースト
ビル６階

202,200 ― 202,200 1.89

計 ― 202,200 ― 202,200 1.89
 

(注) 上記のほか、株主名簿上は資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)名義となっておりますが、実質的に

は当社が保有している株式が376,900株(議決権の数3,769個)あります。

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、アーク監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,144,787 1,953,479

  受取手形及び売掛金 1,067,491 1,152,075

  電子記録債権 32,810 78,572

  商品及び製品 220,214 245,293

  仕掛品 395,274 418,334

  原材料及び貯蔵品 133,734 128,685

  繰延税金資産 155,010 157,552

  その他 134,473 200,919

  貸倒引当金 △1,710 △1,742

  流動資産合計 4,282,086 4,333,169

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 3,896,471 3,894,212

   機械装置及び運搬具 1,689,011 1,700,720

   土地 186,890 186,890

   その他 499,377 505,899

   減価償却累計額 △3,984,181 △4,011,943

   有形固定資産合計 2,287,570 2,275,780

  無形固定資産 214,028 222,870

  投資その他の資産   

   投資有価証券 32,722 32,722

   繰延税金資産 89 87

   その他 72,385 59,343

   貸倒引当金 △6,819 △6,819

   投資その他の資産合計 98,377 85,333

  固定資産合計 2,599,976 2,583,984

 資産合計 6,882,062 6,917,153
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 232,592 234,483

  短期借入金 30,000 -

  1年内償還予定の社債 83,200 83,200

  1年内返済予定の長期借入金 100,898 94,628

  未払法人税等 76,014 51,733

  賞与引当金 53,537 94,411

  役員賞与引当金 - 9,184

  その他 298,775 259,022

  流動負債合計 875,018 826,664

 固定負債   

  社債 514,500 494,500

  長期借入金 295,406 273,694

  繰延税金負債 24,922 29,467

  株式給付引当金 60,079 67,901

  退職給付に係る負債 112,975 109,354

  その他 105,020 108,548

  固定負債合計 1,112,904 1,083,465

 負債合計 1,987,922 1,910,129

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,998,700 1,998,700

  資本剰余金 1,662,623 1,634,953

  利益剰余金 1,186,792 1,280,614

  自己株式 △288,677 △248,451

  株主資本合計 4,559,438 4,665,816

 その他の包括利益累計額   

  為替換算調整勘定 312,346 322,480

  その他の包括利益累計額合計 312,346 322,480

 新株予約権 22,354 18,727

 純資産合計 4,894,139 5,007,024

負債純資産合計 6,882,062 6,917,153
 

 

 

 

 

 

 

EDINET提出書類

Ｍｉｐｏｘ株式会社(E01218)

四半期報告書

 9/17



(2) 【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

売上高 922,876 1,125,378

売上原価 502,349 566,219

売上総利益 420,527 559,158

販売費及び一般管理費 335,393 389,509

営業利益 85,133 169,649

営業外収益   

 受取利息 181 188

 受取賃貸料 3,728 3,728

 為替差益 - 36,461

 受取保険金 4,987 -

 その他 967 222

 営業外収益合計 9,865 40,601

営業外費用   

 支払利息 2,891 2,705

 為替差損 17,796 -

 賃貸費用 1,140 1,077

 支払保証料 1,112 1,186

 その他 53 102

 営業外費用合計 22,994 5,072

経常利益 72,004 205,178

特別利益   

 固定資産売却益 296 10,075

 新株予約権戻入益 94 141

 特別利益合計 390 10,216

特別損失   

 固定資産除却損 - 297

 特別損失合計 - 297

税金等調整前四半期純利益 72,394 215,096

法人税、住民税及び事業税 18,980 37,824

法人税等調整額 △8,324 4,745

法人税等合計 10,655 42,570

四半期純利益 61,739 172,526

（内訳）   

親会社株主に帰属する四半期純利益 61,739 172,526

非支配株主に帰属する四半期純利益 - -

その他の包括利益   

 為替換算調整勘定 △9,582 10,134

 その他の包括利益合計 △9,582 10,134

四半期包括利益 52,157 182,660

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 52,157 182,660

 非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

(企業結合に関する会計基準等の適用)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。）等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の

持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計

上する方法に変更いたしました。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫

定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財

務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更を行っております。当該表示の

変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間については、四半期連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及

び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首

時点から将来にわたって適用しております。

なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

　

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

減価償却費 57,887千円 80,283千円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日
定時株主総会

普通株式 51,103 5.00 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金
 

(注) 平成26年６月26日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託(J-ESOP)の導入により設定した信

託が保有する自社の株式に対する配当金1,884千円が含まれております。

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

　

当第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 78,705 7.50 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
 

(注) 平成27年６月26日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託(J-ESOP)の導入により設定した信

託が保有する自社の株式に対する配当金2,826千円が含まれております。

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント 四半期連結
損益及び包括利
益計算書計上額製品事業 受託事業 合計

売上高     

  外部顧客への売上高 809,683 113,192 922,876 922,876

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ―

計 809,683 113,192 922,876 922,876

セグメント利益又は損失(△) 128,531 △43,397 85,133 85,133
 

(注) セグメント利益又は損失(△)の合計額は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と

一致しております。

 
Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント 四半期連結
損益及び包括利
益計算書計上額製品事業 受託事業 合計

売上高     

  外部顧客への売上高 1,060,835 64,542 1,125,378 1,125,378

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ―

計 1,060,835 64,542 1,125,378 1,125,378

セグメント利益又は損失(△) 251,713 △82,063 169,649 169,649
 

(注) セグメント利益又は損失(△)の合計額は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と

一致しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 6円27銭 17円03銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 61,739 172,526

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
   四半期純利益金額(千円)

61,739 172,526

    普通株式の期中平均株式数(株) 9,843,832 10,133,557

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 6円20銭 16円79銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) ― ―

    普通株式増加数(株) 120,905 144,075

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

(注) 株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益金額

の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

１株当たり四半期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は前第１四半期連結累計期間

376,900株、当第１四半期連結累計期間376,900株であります。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成27年８月６日

Mipox株式会社

取締役会  御中

　

アーク監査法人
 

　

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   上   田   正   樹   印

 

　

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   二   口   嘉   保   印

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているMipox株式会社

の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、Mipox株式会社及び連結子会社の平成27年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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